
第１章　理念・目的

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）商学部の理念・目的は適切に設定されているか

a ◎学部，学科または課程ごとに，
大学院は研究科または専攻ごと
に，人材の養成に関する目的その
他の教育研究上の目的を学則ま
たはこれに準ずる規則等に定め
ていること。
◎高等教育機関として大学が追
及すべき目的を踏まえて，当該大
学，学部・研究科の理念・目的を
設定していること。　【約５００字】

商学部では，「教育・研究に関する長期・中期計画書」（資料1-1）に明記してある通り，「学
理」と「実践」（学理実際）を兼備した社会的に有為な人材の育成を図ることを教育理念として
掲げ，その理念の下で「幅広い教養と深い専門知識を兼ね備え，広く国際社会で活躍できるビジ
ネスパーソンを育成すること」を教育目標としている。この教育理念と目標をより実効的に達成
するために，2011年度には「Project 107 商学のグローバル展開」（資料1-2）というプロジェ
クトを掲げて，（１）先端的学術研究と国際学術交流の推進，（２）国際的なビジネス教育プロ
グラムの構築，（３）社会連携・国際連携の促進，（４） グローバル・キャリア教育の実践に
取り組み、海外協定校などから講師を招いて国際シンポジウムを行い，プレMBAプログラム を導
入し，総合講座として産学連携就業力養成講座を開講した。2013年度には，こうした方向をさら
に深化させるために「Project 109」を策定した。これら学部の理念・目的は、人材養成その他
の教育研究上の目的として、学則別表９（資料1-3）に「商学の専門知識と深い教養とを内面的
に融合させるとともに、さらに『総合的市場科学』の視点に基づく商学の最先端分野の理論的・
実証的研究を行い、その成果を学生に教授することで、市場現象にかかわる多様な問題を的確に
分析して解決ができる総合的判断力の涵養を目的とする」と規定している。よって学校教育法８
３条および大学基準に照らして適切であると考える。

学部の理念の実現
と目標達成をより
実効的に実現する
ために，これまで
の10年にわたって
改革プロジェクト
（Project 101〜
107）を策定した
が，その際の重要
な基準として活用
された。

「Project 107」の国
際連携・社会連携の
促進とグローバル・
キャリア教育の項目
をより深化させ，ビ
ジネス教育のグロー
バル・ネットワーク
の構築と校友との連
携によるキャリア教
育の展開を柱に
「Project 109」を策
定し推進する。

資料1-1　2014年度教育・研究
に関する年度計画書（教育・
研究に関する長期・中期計画
書/商学部の理念・目的），3
貢
資料1-2　Project107　商学の
グローバル展開
資料1-3　学則別表9

b ●当該大学，学部・研究科の理
念・目的は，建学の精神，目指す
べき方向性等を明らかにしている
か。　【約１００字】

本学は「権利自由，独立自治」を建学の精神とし，「世界へ ―「個」を強め，世界をつなぎ，
未来へ― 知の創造と人材の育成を通し，自由で平和，豊かな社会を実現する」を使命として共
有しており，そうした明確な共通認識の下で，商学部では「広く国際社会で活躍できるビジネス
パーソンを育成すること」を教育目標としている。(資料1-4)

資料1-4　グランドデザイン
（http://www.meiji.ac.jp/ga
kucho/granddesigin/index.ht
ml）

（２）商学部の理念・目的が，大学構成員（教職員及び学生）に周知され，社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物，ホームページ等
によって，教職員・学生，受験生を
含む社会一般に対して，当該大
学・学部・研究科の理念・目的を
周知・公表していること
【約１５０字】

商学部の理念・目的，その他の教育研究上の目的および目指すべき人材像については，ホーム
ページ（資料1-5），シラバス（資料1-6，4頁），学部便覧（資料1-7，巻頭頁）で学生に周知し
ている。さらには商学部の改革プロジェクト（Project 101〜109）を示したパンフレットやHPで
公表して，教員への周知にも努めている。
それらに加えて，社会に対して，わかりやすく，具体的に教育理念と教育目的を示すために，商
学部では，専任教員により＜これが商学部シリーズ＞第１巻〜第４巻（資料1-8）を刊行し，そ
こで数多くの現役学生や卒業生の姿を紹介することにより，主に在学生に商学部が目指すべき人
物像を明示している。
理念・目的に示された方向を周知して，広報活動に注力していくために，学部広報Web委員会を
組織した。また，学部長を中心に種々のメディアへの広報を行う体制を整えている。高校への出
張講義や高校キャラバン（資料1-9）などにも積極的に対応している。

理念・目標を広く周
知させるために，学
部広報をさらに多角
的に進めて行く。そ
の周知度合いに検証
方法に関しても検討
を加えて行く。

資料１－5　商学部入学者の受
け入れ方針
（http://www.meiji.ac.jp/sh
ogaku/policy/03.html）
資料１－6　2013年度商学部シ
ラバス1，4頁
資料1-7　2013年度商学部便
覧，巻頭頁
資料1-8　これが商学部シリー
ズ　Vol.４（世界の大学の先
端的ビジネス教育）
資料1-9　2012年度高校キャラ
バン訪問高校一覧

（３）商学部の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●理念・目的の適切性を検証する
に当たり，責任主体・組織，権限，
手続きを明確にしているか。また，
その検証プロセスを適切に機能さ
せているか。【約３００字】

理念・目的の適切性の検証について，毎年度，「教育・研究に関する長期・中期計画書」の作成
時に，社会情勢や学生の学修実態に即して見直しを行っている。毎年年度始めには「商学部の検
討事項（新規・継続検討事項／運用検討事項）」（資料1-10）を教授会で確認して，学部の教育
研究上の諸課題との関連より理念・目標の適切性の検証を行なっていて，そしてその結果を「年
度計画書」に反映し，教授会で承認している。

さまざまな段階で
学部審議を経るこ
とで，理念・目標
の適切性について
は，定期的な検証
が十分に実施され
てきている。

より実効的な学部内
の検証方法について
検討する。

資料1-10　2013年度「商学部
検討事項」

  点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。
●…学部等が掲げる方針や目標の達成状
況を評価する項目です。

評 価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が
上がっている点

F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

改善を要する点に対する発展計画

効果が上がっている点
に対する発展計画

G列における伸張項目
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第３章　教員・教員組織
現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）商学部として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか
a

●＜教員像と教員組織の編
制方針＞
専門分野に関する能力，教育
に対する姿勢等，大学として
求められる教員像を明らかに
したうえで，当該大学，学部・
研究科の理念・目的を実現す
るために，学部・研究科ごとに
教員組織の編制方針を定め
ているか。また，その方針を
教職員で共有しているか。【約
４００字】

本学部の求める教員像は、「学理」と「実践」（学理実際）を兼備し
た社会的に有為な人材の育成を図るという教育理念を実現でき，広く
国際社会で活躍できるビジネスパーソンを育成するという教育目標を
実現することが可能な者とする。教育と研究の両面で優れた実績と情
熱を有し、さらにグローバルな視点で学生を指導して、学部の国際化
に貢献できる教員を求めていく。教員組織の編制方針は，そうした理
念や目標を実現するために教育課程が編成されているが，その教育課
程にある各コース，各科目群に適切な教員を配置すること，また，専
任教員のみならず特任教員・客員教員や助教・助手の有効活用を図る
ことを編制方針として年度計画書に示し，共有している（資料３－
１）。

教育理念や教育目標をよ
り実効的に達成するため
の教員編制方針に基づい
て，教員の任用が行わ
れ，専任教員の補充人事
であっても編制方針に照
らして任用が行われてい
る。

教員編制方針に
ついて定期的に
検証を行い，必
要があれば改善
を行う。

　 資料3-1　2014年度教育・研究に
関する年度計画書（教育・研究に
関する長期・中期計画書/教員・
教員組織）

b

◎＜基準の明文化，教員に
求める能力や資質の明示＞
採用・昇格の基準等におい
て，法令に定める教員の資格
要件等を踏まえて，教員に求
める能力・資質等を明らかに
していること。【約１５０字】

○任用に当たっては公募制（国際公募）を原則としている（資料3-2
資料3-3）。
○教員選考にあたっては，「明治大学教員任用規程」（資料3-4）の定
めるところに従って，教育研究能力と教育実績に配慮している。
○募集・任免・昇格については，「商学部教員等任用審査内規」（資
料3-5）により行われる。本学部における教員の任用および昇格に関す
る基準と手続きは，「教員の昇格審査基準」（資料3-6）に従って実施
されている。

商学部教員等任
用審査内規に
は，任用の際の
暗黙の前提と
なってはいる
が，「求める教
員像」「求める
能力・資質」が
明示されていな
い。

商学部教員等任用
審査内規に「求め
る教員像」「求め
る能力・資質」を
明記する。

「求める教員
像」「求める
能力・資質」
を定期的に検
証し，行われ
た改善を明記
するような仕
組みを作る。

資料3-2　「英語」担当教員の公
募について
(http://www.meiji.ac.jp/shogak
u/recruit/6t5h7p00000cbi7r-
att/13-2.pdf)
資料3-3　2013年度教員等の任
用・昇格人事にあたって
資料3-4　明治大学教員任用規程
資料3-5　商学部教員等任用審査
内規
資料3-6　学部長会における教員
の任用及び昇格審査基準

c

◎＜組織的な連携体制と責
任の所在＞
組織的な教育を実施する上に
おいて必要な役割分担，責任
の所在を明確にしていること。
　　　　　　　【約３００字】

○組織的な教育を実施する上における必要な役割分担と責任の所在に
ついて，商学部では，すべての学部意思決定に関して，学部長のリー
ダーシップのもと，学部執行部と学部内各種委員会（資料3-7）で十分
に検討したうえで，教授会にて慎重に決定している。
商学部の教育は，１・２年次教育を和泉キャンパス（主として教養教
育）にて，３・４年次教育を駿河台キャンパス（主として専門教育）
にて，それぞれ展開している。教養教育に関しては和泉専任者会議
（資料3-8），専門教育に関しては各コース別のコース会議（資料3-
9）を設置し，教養と専門の演習と同時に履修可能な「ダブル・コア」
演習（資料3-10）に代表されるように，教養と専門のバランスの取れ
た教育を展開するための教員組織を構築している。商学部執行部会
は，学部長・学科長・駿河台キャンパスの教務主任のほかに，一般教
育主任と和泉キャンパスの教務主任で構成される（資料3-11）。

学部内の組織的な連携体
制と学部長以下の責任の
所在については明確と
なっており，組織体制は
十分に機能している。

現行の連携体制
と責任のあり方
について，定期
的に検証し，必
要があれば改善
を行えるように
する。

資料3-7　2013年度商学部内各種
委員会委員名簿
資料3-8　和泉専任者会議名簿
資料3-9　コース会議名簿
資料3-10　2013年度学部ガイド，
11貢
資料3-11　2013年度商学部執行部
一覧

 点検・評価項目
　◎…法令等の充足を評価する項目です。
　 ●…学部等が掲げる方針や目標の達成
状況を評価する項目です。

Alt＋Enterで箇条書きに
効果が

上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画

改善を要する点に対する発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

 点検・評価項目
　◎…法令等の充足を評価する項目です。
　 ●…学部等が掲げる方針や目標の達成
状況を評価する項目です。

Alt＋Enterで箇条書きに
効果が

上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画

改善を要する点に対する発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

（２）商学部の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか
教員の編制方針に沿った教員組織の整備
a

◎当該大学・学部・研究科の
専任教員数が，法令（大学設
置基準等）によって定められ
た必要数を満たしていること。
特定の範囲の年齢に著しく偏
らないように配慮していること
（設置基準第７条第３項）
　　　　　　　【約４００字】

○学部の理念・目的ならびに教育課程の種類・性格にあった教員によ
り構成されている。商学部は設置基準上必要教員数は70名であるが，
2013年５月１日現在，その教員組織は専任教員112名（特任教員8名助
教4名含む）である。
○教員一人当たり学生数について，収容定員ベースでは36.6名，学生
現員ベースでは39.9名である。(資料表３－５）組織のバランスについ
て，商学部における専任教員は，60代28名（28％），50代30名
（27％），40代39名（34％），30代15名（13％），20代1名（1％）と
なっており（2013年４月１日現在），各年代バランスよく構成してい
る。また，教員組織における女性教員の占める割合は，専任教員では
21％（24名）で，外国人教員の占める割合は，専任教員では7％（8
名）である（2013年５月１日現在）。研究業績を検討したうえで，外
国語教育を充実させるために外国人研究者を専任教員，兼任教員とし
て任用し，受け入れている。任期を付して任用した教員の数は，客員
教授2名（学部特有のグローバル化を促進するため），特別招聘教授2
名（商学の現場の理解を学生に深めさせるため），特任教員8名（学部
の特色ある教育を充実させるため）である。2013年度は，任期を付し
た専任教員として助教4名が任用されている。

編制方針に基づき，専門
の７コースならびに語
学・総合教育科目におい
て，共に広範囲の分野に
わたる教員が適切に配置
され，各年齢層に教員が
適切に配置されている。
女性教員の応募も増加
し，その比率も向上して
きた。また，語学を中心
にネイティブ教員の比率
も上昇している。

任用にあたって
は，公募制（国
際公募）を原則
とすることを継
続し，女性教員
やネイティブ教
員の比率が今後
も上昇するよう
にする。

表3-2　専任教員年齢構成
表3-5　教員一人当たり学生数推
移表
表3-6　外国人教員，女性教員の
状況

b

◎方針と教員組織の編制実
態は整合性がとれているか。
　　　　【６００～８００字】

○教員組織の編制実態について，担当授業時間数は，平均12.0時間
で，資格別では教授13.6時間，准教授9.7時間，講師8.5時間，助教6.0
時間となっており，研究時間の確保に配慮している（表3-3）。
学部開設科目数に占める専任教員の担当科目の比率（専兼比率）につ
いて，商学部開設科目のうち，必修科目の９６．５％を専任教員が担
当しており，自由科目において非常勤講師による多様な講義が行われ
ている。専兼比率は約６５％であるが，カリキュラムの見直しに際し
て，年々専任教員の担当比率は高めている（表4-1）。商学専門教育に
おいては，研究業績を検討したうえで，社会人経験者を専任教員，兼
任教員として採用し，また，社会の第一線で活躍するものを特別招聘
教授として受け入れ，講演会等の講師を担当している（資料3-12）。
全ての外国語にネィティブ教員の配置(資料3-18，105～110貢)が行わ
れており，2009年度から専門教育を英語で行う専任教員を配置（資料
3-19，161貢183貢）している。
○専任教員の人事に当たっては，単純補充ではなく，編制方針に従っ
て任用を行い，2012年度においては，ドイツ語の専任教員の退職に
伴って，スペイン語の専任教員を任用し，工業経営論の専任教員の退
職に伴って，経営戦略論の専任教員を任用した。また，教員公募の際
には，「英語で授業ができることが望ましい」等の表記によりグロー
バル人材の育成に資する教員を任用できるようにしている（資料3-
13）。このように，専任教員が適切に授業を担当し，教育理念の実現
に資するよう非常勤講師や特別招聘教授が任用されており，教員の編
制方針と教員組織の整合性は図られている。

表3-3　専任教員の担当授業時間
表4-1　開設授業科目における専
兼比率
資料3-12　特別招聘教授の講演日
程（2013年度）
(http://www.meiji.ac.jp/shogak
u/topics/2013/6t5h7p00000euir2
.html)(http://www.meiji.ac.jp/
shogaku/topics/2013/6t5h7p0000
0ewh0c.html)
資料3-13　「企業評価論」担当教
員の公募について
（http://www.meiji.ac.jp/shoga
ku/recruit/6t5h7p00000cbi7r-
att/13-4.pdf）
資料3-18　2013年度商学部シラバ
ス1（履修の手引），105～110貢
資料3-19　2013年度商学部シラバ
ス2（講義概要），161貢183貢
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

 点検・評価項目
　◎…法令等の充足を評価する項目です。
　 ●…学部等が掲げる方針や目標の達成
状況を評価する項目です。

Alt＋Enterで箇条書きに
効果が

上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画

改善を要する点に対する発展計画
効果が上がっている点

に対する発展計画
G列における伸張項目

教員組織を検証する仕組みの整備
c

●教員組織の適切性を検証
するにあたり，責任主体・組
織，権限，手続を明確にして
いるか。また，その検証プロセ
スを適切に機能させ，改善に
つなげているか。
　　　　【６００～８００字】

教員組織の検証プロセスについて，商学部では，執行部により毎年６
月に「教育研究に関する単年度計画」（資料3-14）において教員・教
育組織に関する長中期計画を策定し，教授会にて承認を得ている。２
〜３月には，執行部が中心となって「学部教員の任用計画」を策定
し，教授会から承認を得ている。「学部教員の任用計画」の策定にあ
たっては，学部の将来構想や必要な授業科目の検証と合わせて，補充
すべき教員の主要科目，資格を検証し，教員・教員組織の検証を行っ
ている。
2012年度は，教授会で決定した「学部教員の任用計画」に即して，専
任教員4名の補充（うち２名は担当主要科目の名称を変更）と，特任教
員1名の更新を行った。

「学部の教育改革」につ
いての認識が学部内で共
有されており，それに即
した「教員の任用計画」
が教授会で承認されてき
ている。

今後の教員組織
改革を視野にい
れて，教員組織
の適切性を検証
するために，他
学部ならびに他
大学同系学部と
の比較検証の導
入を検討する。

資料3-14　2014年度教育・研究に
関する単年度計画書

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか
a

●＜規定に沿った教員人事
の実施＞
教員の募集・採用・昇格につ
いて，基準，手続を明文化し，
その適切性・透明性を担保す
るよう，取り組んでいるか。
　　　　　　　　　【４００字】

商学部教員等任用審査内規（資料3-5）に基づいて，教員人事を実施し
ている。教員の新規任用，教員の新規担当科目については，各コー
ス，各科目群別に任用審査委員会が設置され，授業科目と担当教員の
適合性を判断し，それに基づいて執行部が任用計画（案）を作成して
いる。客員教員の任用については，客員教員任用審査委員会を設置
し，授業科目と客員教員との適合性を判断し，それに基づいて執行部
が任用計画（案）を作成している。昇格についても，商学部教員等任
用審査内規に基づき，教授会にて各コース，各科目群別に昇格の候補
者があるかどうか検討が依頼され，昇格審査の必要が生じた場合に
は，昇格審査委員会が設置され，候補者の業績に基づき，適合性が判
断され，執行部で委員会の判断の適切性の確認の後，教授会に提案さ
れ，承認を受ける。

「専任教員の任用計画
（案）」の作成は，学部
執行部と任用審査委員会
との連携の下に行われ，
近年，専任教員の公募
（定年に伴う補充）件数
が増加しているにもかか
わらず，それへの対応も
順調に行っている。

「商学部教員等
任用審査内規」
の定期的検証を
検討する。

資料3-5　商学部教員等任用審査
内規

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか
教員の教育研究活動等の評価の実施
a

●教員の教育研究活動の業
績を適切に評価し，教育・研
究活動の活性化に努めてい
るか。
　　　　　　　　【４００字】

教育・研究活動の活性化に資する業績評価については，専任教員自身
の自己評価になるが，専任教員には毎年，前年度に関する「特定個人
研究報告概要書」の提出を義務付け，さらに１年間の研究業績（論
文・著書・学会報告など）についての報告を学部事務室に文書提出も
しくはWeb入力で行っており，専任教員のデータベースの充実に努めて
いる。商学部教員等任用審査内規において，審査対象論文に査読付の
学術論文ならびに学外学術雑誌での発表論文の必要本数（教授・准教
授昇格で５本中２本）が規定されたことで，教員の研究活動の評価基
準が明確となった。教授会にて科研費の採択状況（資料3-15）を報告
し，科研費の申請を奨励している。教員の教育活動に関しては，学部
HPや＜これが商学部シリーズ＞第１巻〜第４巻の刊行によって，国際
化，社会連携，フィールドワークの各分野での教員の取り組みを紹介
し，広く社会的評価に供している。

学部としての科研費の申
請，採択件数が増加して
いる。（資料3-15）

専任教員データ
ベースでの研究
活動の紹介は，
今後さらに詳細
なものにしてい
く。教員の教育
活動に関して
は，アクティ
ブ・ラーニング
の視点より，こ
れまでの活動実
態とその成果を
整理していく。

資料3-15　平成25年度科学研究費
助成事業交付内定状況

教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）の実施状況とその有効性
b ●教育研究，その他の諸活

動（※）に関する教員の資質
向上を図るための研修等を恒
常的かつ適切に行っている
か。

（※）社会貢献，管理業務など
を含む『教員』の資質向上の
ための活動。『授業』の改善を
意図した取組みについては，
「基準４」（３）教育方法で評価
します。
　　　　　　　　【６００～８００字】

教員の資質向上を図るための研修等については，教育・研究面からの
改善を図るために学部内各種委員会の一つとしてＦＤ委員会を設置
し，兼任講師との連携を強化し，Oh-o！Meijiシステムの円滑な利用や
レポートの剽窃行為を防止するために商学部教員連絡会（資料3-16）
も実施している。教員連絡会で指摘されたソーシャルメディアネット
ワークの問題を受けて，専任教員を対象に教員懇談会を開催し，ソー
シャルメディアネットワークの利用にあたっての留意点を体験するた
めの経験共有を図っている（資料3-17）。

教育懇談会の
テーマには教育
に関する資質向
上に加えて，研
究面での資質向
上の側面を加え
るようにする。

資料3-16　商学部教員連絡会概要
資料3-17　教員懇談会テーマ
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第４章　教育内容・方法・成果   １.教育目標，学位授与方針，教育課程の編成・実施方針
現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育目標に基づき学位授与方針を明示しているか ※「教育目標，ＤＰ，ＣＰ」の全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

a ◎理念・目的を踏まえ，学部・研
究科ごとに，課程修了にあたっ
て修得しておくべき学習成果，
その達成のための諸要件（卒業
要件・修了要件）等を明確にし
た学位授与方針を設定している
こと。
　【約８００字】

〇学則別表に「人材養成その他の教育研究上の目的」（資料4-1-1）
を定め公開している。この目的を達成するため，目指すべき人材
像，具体的到達目標，修得すべき成果，諸要件を明確にした「学位
授与方針」（資料4-1-2）を教授会において定め（資料4-1-3），こ
れをホームページ・シラバス・便覧で公開している。
〇学位授与方針は，学部便覧（資料4-1-4，2頁）において，学部と
して養成したい人材像および能力を明示している。修得しておくべ
き学習成果として，国際的視点を含むマクロ的・ミクロ的対応策を
考える能力、なぜその製品がそのように売買されるのかを理解する
能力、ファイナンスの世界で活躍できる基礎的な知識や仕組みを理
解する能力、貿易および国際ビジネスにたずさわるために必要な知
識の修得、企業経営・企業行動のありようについて理論的・実証的
に学び企業や社会において中枢的な役割を担える能力、アカウン
ティングを多面的に分析できる能力、新たな価値創造を図る能力の
ように、コースごとに能力を明示している。
〇修了のための 諸要件として，学部全体としては，導入科目，語学
科目，総合科目，基本科目を，コースとしては，一定単位数の基幹
科目を卒業要件として修得することとしている。これらを履修する
ことで，学部として養成したい能力を修得したとみなして，学位を
授与しているため，教育目標と学位授与方針との整合性が図られて
いる。
○卒業単位数は，134単位としている。（資料4-1-5，6貢）

資料4-1-1　学則別表9　人
材養成その他の教育研究上
の目的(商学部商学科）
資料4-1-2　商学部学位授
与方針（ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ・ﾎﾟﾘｼｰ）
(http://www.meiji.ac.jp/
shogaku/policy/02.html)
資料4-1-3　商学部教授会
議事録（2010年7月6日，議
題4）
資料4-1-4　2013年度商学
部便覧（教育理念と目
標），2頁
資料4-1-5　2013年度商学
部便覧（卒業単位数および
卒業要件），6頁

（２）教育目標に基づき教育課程の編成・実施方針を明示しているか　※「教育目標，ＤＰ，ＣＰ」の全文記載は不要です。根拠資料でご提示ください。

a ◎学生に期待する学習成果の
達成を可能とするために，教育
内容，教育方法などに関する基
本的な考え方をまとめた教育課
程の編成・実施方針を，学部・
研究科ごとに設定していること。
【約６００字】

〇学位授与方針に示した修得すべき成果を達成するため，「教育課
程の編成・実施の方針」（資料4-1-6）をまとめ，これを教授会にお
いて定め（資料4-1-3）ている。教育課程編成・実施方針には，専門
知識と深い教養を習得するという教育課程の理念，初年次導入教育
を含む教育課程の構成，7コース制と特別テーマ科目などの教育課程
の特徴が明示されている。

資料4-1-6　商学部教育課
程編成・実施方針（ｶﾘｷｭﾗ
ﾑ・ﾎﾟﾘｼｰ）
（http://www.meiji.ac.jp
/shogaku/policy/01.html
）
資料4-1-3　商学部教授会
議事録（2010年7月6日，議
題4）b ●学位授与方針と教育課程の

編成・実施方針は連関している
か。　　　　【約２００字】

学位授与方針と教育課程の編成・実施方針の連関については，学位
授与方針の中に「学理実際兼ね通ずる人材」「社会において活躍で
きる有為な人材」になるという具体的到達目標を明示し，その目標
を達成できるように，初年次導入教育，基礎教育科目，基幹科目等
をから成る教育課程の編成・実施方針を定めているため，適切であ
る。

教育課程編成・実施方針
をより理解しやすくなる
ようにビジュアル化を検
討する。

（３）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針が，大学構成員（教職員及び学生等）に周知され，社会に公表されているか

a ◎公的な刊行物，ホームページ
等によって，教職員・学生なら
びに受験生を含む社会一般に
対して，学位授与方針，教育課
程の編成・実施方針を周知・公
表していること。
　　【約１５０字】

教育目標，学位授与方針および教育課程の編成・実施方針は，『商
学部便覧』（資料4-1-7）および『商学部シラバス』（資料4-1-8
頁）により，大学構成員（教職員および学生など）に周知され，学
部ホームページにおいて，商学部が「何を学ぶ学部であるか」を示
し，コース制の概要，学部のカリキュラムが示されている。『商学
部便覧』は，入学時に学生全員に配布され，『商学部シラバス』
は，４月のクラス別ガイダンスの際に配布される他，教職員を含
め，学部事務室で受領できるようになっている。なお，シラバスは
Oh-o!Meiji上で一般にも公開している。

様々な形で公表すること
により，大学の構成員に
周知している。

執行部において，教育目
標，学位授与方針の公開
方法に加えて，これらの
方針をよりわかりやすく
する表記についても引き
続き検討する。

資料4-1-7　2013年度商学
部便覧，巻頭頁
資料4-1-8　2013年度商学
部シラバス1，4頁

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評
価する項目です。

Alt＋Enterで箇条書きに

「改善を要する点」に対する発展計画

発展計画
「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評
価する項目です。

Alt＋Enterで箇条書きに

「改善を要する点」に対する発展計画

発展計画
「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

評価

（４）教育目標，学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針の適切性について定期的に検証を行っているか

a ●教育目標，学位授与方針お
よび教育課程の編成・実施方針
の適切性を検証するにあたり，
責任主体・組織，権限，手続を
明確にしているか。また，その
検証プロセスを適切に機能さ
せ，改善につなげているか。【約
４００字】

毎年５月に学部執行部により作成される教育・研究に関する年度計
画書策定の際，学部執行部が中心となり教育目標，学位授与方針お
よび教育課程の編成・実施方針の適切性について検証を行い，次年
度の教育研究計画に活かしている。なお，教育・研究に関する年度
計画書については，教授会で審議承認をされている。また，卒業判
定を行う際に事前に執行部で学位授与方針を確認し，そのことを学
部教授会で報告している。（資料4-1-9）
短期留学プログラムが複数となり学生に留学を促進するためにふさ
わしい科目を設置することとなったため，2013年1月26日の教授会に
て教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）の教育課程
の特長の一部分を変更した。（資料4-1-10）

卒業判定を行う際に学位
授与方針を確認すること
で，修得単位数という定
量的な側面に加えて，学
位授与方針に照らして学
位授与を決定するように
なっている。

修得単位以外での学習成
果の指標を検討し，教育
目標や教育課程の編成方
針等を検証する体制の確
立について検討する。

資料4-1-9　商学部教授会
議事録（2013年3月5日，議
題2）
資料4-1-10　商学部教授会
議事録（2013年1月26日，
議題6）
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第４章　教育内容・方法・成果   ２. 教育課程・教育内容
現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育課程の編成方針に基づき，授業科目を適切に開設し，教育課程を体系的に編成しているか

必要な授業科目の開設状況

a

◎ＣＰに基づき，必要な授業科目を
開設していること。
　【６００字～８００字程度】

〇本学部は，商学の専門知識と深い教養とを兼ね備え，商学の最先端の理論的・実証的研究の成果を
習得できるよう，教育課程の編成方針に基づき，授業科目を編成している（表4-11，表4-12）。1年次
には初年次導入教育として，「総合講座（商学入門）」「総合講座（商学研究入門）」を開設し，商
学の専門に触れる機会を設けている。1年次前期には，「総合講座A（産学共同就業力養成講座）」を
開設し，初年次の学生が学ぶ意義を気付ける機会を提供している。さらに，初年次導入教育として
「基礎演習」「文章表現」を開設し，その後の教育に必要なスキルを養成している。
〇学科制を採用せずに３年次から多彩かつゆるやかなコース制を採用している。そのため，専門コー
ス（7コース）のすべての基本科目が１・２年次配当に配当され，学生は２年次終修了時にコース選択
を行えるようにしている。また，2年次から「商学専門演習」と「総合学際演習」の二つのゼミを履修
することができる，「ダブル・コア」を導入し，商学の専門知識と深い教養を演習教育を通じて習得
できるようにしている。カリキュラムは、たとえば、「ミクロ経済学」「商業総論」「経営学総論」
「簿記学」「会計学総論」「統計学」「金融総論」「貿易総論」といった総論科目をコース選択前の
基本科目とし、たとえば、「経済政策論」「商業経営論」「金融論」「貿易論」等の専門科目をコー
ス選択後の基幹科目（コース科目）としておき，体系的・段階的に学習できるよう編成されている。
○専門教育的科目218科目，一般教養的科目75科目，外国語科目80科目となっており，専門と教養のバ
ランスのとれた授業科目編成となっている。
〇商学部は，グローバルな市場を舞台に活躍する人材を育成するために，「多言語４年間一貫教育」
として，外国語教育に力を入れ，「Essentials of Commerce」「異文化間コミュニケーション」「経
営学総論」など，英語で学べる授業も開設し，2013年度から海外で一定のプログラムに参加する「特
別テーマ海外研修科目」を開設している（資料4-2-1）。また，社会から見える学生，そして社会が見
える学生の育成をめざし1年次から産学連携，社会連携による「特別テーマ実践科目」，商学の先端研
究を学べる「特別テーマ研究科目」を履修することができる。
(資料4-2-14)

教育課程の編成方針
に基づき，商学を学
ぶ意義や大学で必要
なスキルの習得を図
る初年次導入教育，
2年次からの「商学
専門演習」と「総合
学際演習」を履修で
きる「ダブル・コ
ア」，実践・先端研
究・海外研修をテー
マとする「特別テー
マ科目」を開設した
ことにより，教育課
程をより体系的に編
成出来るようになっ
た。

教育課程の編成方針に基づ
いて開設された授業科目群
を学生により分かりやすく
示す工夫を検討している。
また，科目間の連携をより
高める方策についても検討
する。

表4-12　必修・選択科目
単位数
表4-11　学部開設科目
資料4-2-1　2013年度授
業案内パンフレット
資料4-2-14　2013年度授
業時間割

b

◎幅広く深い教養及び総合的な判
断力を培い，豊かな人間性を涵養す
る教育課程が編成されていること
　【２００字～４００字程度】

〇大学設置基準第19条２項の要件は，本学部の場合，主として授業科目群「総合教育科目」において
充足されている。これは「文化と芸術」「地域と社会」「人間と自然」の三分野から構成されてお
り，その教育効果の実効性を向上させている。さらに，本学部独自の「ダブル・コア」によって，深
い教養を4年間にわたって幅広く教授していく体制が整備されている。これは２年次から３年間にわ
たって専門と教養の２つの演習教育を可能とする制度で，「商学専門演習」に加えて「総合学際演
習」が開設され，３･４年次においても「総合教育科目」分野の演習教育が行われている。卒業要件単
位である134単位のうち，24単位の履修を要件としている（資料4-2-2，11頁）。

2013年度4年生にお
いて，ダブルコア履
修学生のＧＰＡ平均
値は，2.3であり，
ダブルコア履修して
いない学生のＧＰＡ
平均値1.8を大きく
上回っている。

教育課程の編成方針に基づ
き，「総合教育科目」と
「応用展開科目」の連携を
強化し，体系的段階履修を
進化できるように，基礎教
育科目を見直し，初年次導
入科目に変更することを検
討する。

資料4-2-2　商学部　学
部ガイド，11頁

順次性のある授業科目の体系的配置（履修体系図やコース系統図の明示，科目相関図，４年間の履修モデル，適切な科目区分など）

c

●教育課程の編成実施方針に基づ
いた教育課程や教育内容の適切性
を明確に示しているか。（学生の順
次的・体系的な履修への配慮）
　　　　　【約４００字】

〇学生への順次的・体系的な履修への配慮としては，教育課程の編成方針に基づき，1年次の基礎演習
を設置し，総合学際演習と商学専門演習の履修については，1年次の9月に2年次に演習を見学できる
「オープンゼミ」を行い，10月には総合演習ガイダンスを行い，さらに11月には個別ガイダンスを実
施して，学生に演習選択に関する十分な情報提供し，1年次から4年次まで充実した演習教育を受けら
れるように配慮している（資料4-2-3）。また，専門科目については，学部ガイド・ホームページにお
いては，コース制系統図（資料4-2-4，資料4-2-15）を示し，また，商学部便覧において科目区分につ
いて明示している。

教育課程の編成・実
施方針に基づき，教
育課程や教育内容の
適切性を明示し，授
業運営に関して一層
の少人数制教育の徹
底化を図るため，
「ダブル・コア」を
導入するなど，少人
数の演習教育のメ
ニューを多様化して
おり，学生が段階的
に履修できるようし
ている。

演習教育外の講義科目につ
いても，科目間の段階的履
修の可能性を検討する。

資料4-2-3 2014年度商学
専門演習・総合学際演習
入室試験日程
資料4-2-4　2013年商学
部学部ガイド，3～6貢
資料4-2-15　カリキュラ
ムの概要
（http://www.meiji.ac.
jp/shogaku/outline/cur
riculum.html）

Alt＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目で

す。
 ●…学部等が掲げる方針や目標の

 達成状況を評価する項目です。

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目で
す。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

教育課程の適切性の検証プロセスの明確化とその有効性
d

●教育課程の適切性を検証するに
あたり，責任主体・組織，権限，手続
を明確にしているか。また，その検
証プロセスを適切に機能させ，改善
につなげているか

○教育課程の検証プロセスについては，教育課程編成方針に照らして，毎年，5月に「教育・研究に関
する年度計画書」を策定する際に，学部執行部がカリキュラム改革について検討している。カリキュ
ラム改革の必要が認められた場合には，学部長よりカリキュラム委員会に諮問し，改革の是非につい
て検討され，必要な場合には具体的な改善点が示されて学部長に答申される。これを受けて，執行部
会議で再度検討の上，教授会に提案され，承認されると，カリキュラム改革が行われる。2013年度学
則別表の改正は3科目で，実践的国語力を陶治すべき科目として日本語表現論を，総合的市場科学とし
ての商学の観点から企業評価に関する応用的アプローチを教授する科目として企業評価論を，学部独
自の短期留学プログラム修得者に対して単位を認める科目として特別テーマ海外研修科目を設置する
ことになった。このように適切に検証が行われている。

カリキュラム改革に
ついて，学部執行部
会議，カリキュラム
委員会，教授会で段
階的に検討が行わ
れ，各段階で改善が
なされ，より良い決
定が行われるような
制度になっている。

　教育編成の方針に照ら
し，科目間の連携を強化す
る方向で執行部会議、カリ
キュラム委員会で体系提起
に検討できるようにする。

資料4-2-5　2013年度学
則別表1の改正

（２）教育課程の編成・実施方針に基づき，各課程に相応しい教育内容を提供しているか

教育目標や教育課程の編成・実施方針に沿った教育内容（何を教えているのか）

資料4-2-2　2013年度学
部ガイド，11貢
資料4-2-1　2013年度授
業案内パンフレット

a

◎何を教えているのか。どのように
教育目標の実現を図っているのか。
　　　　　　　　【１２００字程度】
※教育の内容そのものですので，
しっかりと説明願います。

初年次導入教育の充実を図り，学習するためのスキル，商学に関する知識，社会とつながる学習がで
きるようになっている。専門科目については，1，2年次の基本科目，3，4年次の基幹科目という形で
学生の段階的履修を容易にしている。1，2年次に導入科目，外国語科目，総合教育科目，基本科目を
配置している。特に，初年次導入教育として，「基礎演習」「文章表現」「総合講座（商学入門）」
「総合講座（商学研究入門）」「総合講座（産学連携就業力養成講座）」を1年次に開設し，大学での
学びに必要なスキル，商学に関する基本的な知識，外部講師からの課題にグループで取り組むことを
通じて学ぶ意義を自ら気づくことを目的とした内容となっている。外国語科目は、グローバル人材に
必要な外国語を口語、講読の観点から学ぶものである。総合教育科目は、経済社会で活躍するのに必
要な教養を文化、社会、人間の観点から学ぶ内容である。3，4年次には一定単位数の各コースの基幹
科目の配置している。7つのコースは，「アプライド・エコノミクス」「マーケティング」「ファイナ
ンス＆インシュアランス」「グローバル・ビジネス」「マネジメント」「アカウンティング」「クリ
エイティブ・ビジネス」から成り，それぞれ「経済政策論」「商業経営論」「金融論」「貿易論」
「経営戦略論」「クリエイティブ・マーケティング論」などを基幹科目としている。1,2年次に各コー
スの「ミクロ経済学」「商業総論」「金融総論」「貿易総論」「経営学総論」「会計学総論」「統計
学」などの基本科目を開設しており，各コースとも総論から各論へと段階的に履修させ，商学の専門
知識と深い教養とを兼ね備え，商学の最先端分野の理論的・実証的研究の成果を習得できるようにし
ている。
○演習科目については，演習に参加する上で必要なスキル，テーマに関する導入教育，展開学習，論
文作成という形で，段階履修を行っている。　1年次には，レジュメの作成や発表などの演習で必要な
基本的なスキルを学ぶ「基礎演習」，1年次後期に入室試験を行い，入室を認められたものが2年次か
ら4年次まで「商学専門演習」と「総合学際演習」を同時に履修することができる「ダブル・コア」を
導入している（資料4-2-2）。演習の開講数は，90以上であり，希望する学生が演習を履修できるよう
になっている。2年次の演習は演習のテーマに関する「導入」と位置づけれられ，3年次の演習は「展
開」でグループ学習や様々なプレゼン大会への参加，論文発表が行われ，4年次の演習は「論文作成」
と位置づけられ，卒業論文や卒業課題への取り組みが行われている。
○産学連携・社会連携を実践する「特別テーマ実践科目」，商学研究の最先端を学ぶ「特別テーマ研
究科目」を1年次から4年次まで履修できるようにし，実践，研究，海外の視点から履修することで
「学理実際兼ね通ずる」人材の育成を行っている。
○教育内容については，学部便覧，シラバス，学部ホームページ，Oho-Meijiポータルサイトにて，確
認できる。「総合講座A（産学共同就業力養成講座）」「特別テーマ実践科目」「特別テーマ研究科
目」等については，2013年度はパンフレットを作成し，学生に配布している（資料4-2-1）。
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対
応）

H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

評価　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目で
す。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

発展計画
「改善を要する点」に対する発展計画

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

特色ある教育プログラムの内容とその効果（当該学部等固有のプログラムやＧＰ採択事業など）

b

●特色，長所となるものを簡潔に記
述してください。
　　　【２００字～４００字程度】

〇特色ある教育プログラムとしては，2005年度の現代ＧＰ「広域連携支援プログラム―千代田区＝首
都圏ＥＣＭ（Educational　Chain Management）―」および2008年度の教育ＧＰ「地域・産学連携によ
る自主・自立型実践教育」といったプログラムから生み出された一連の成果に基づき，学生を地域，
社会および世界に広く積極的に関与させ社会に役立つ能動的な人材の育成を図っていくためのカリ
キュラムおよび教育方法の改善に努めている。GPに基づいて開設された「特別テーマ実践科目」にお
いて自主・自立型の問題解決プログラムの授業を実践すると同時に，より高度な研究内容を伴う「特
別テーマ研究科目」(2013年度は14テーマ設置)（資料4-2-1）も併置し，大学院生も交えながら教育の
レベルアップを図っている。「学生の見える化」，つまり社会から見え，社会が見える学生の育成は
学部の教育目標の大きな一角を占めているが，これは2008年度から導入した「特別テーマ実践科目」
を中心に展開され，見るべき成果を得ている(資料4-2-6)。こうした社会との接点をもった教育プログ
ラムは，今後の学部教育の方向性を一部ではあるにせよ確証することができた。
〇学部では「学生の見える化」研究を行い，特に「特別テーマ実践科目」や「ジョブ・インターン
シップ」（4-2-7，5頁）などの科目において，自らテーマを決め学習したり，グループで学習するこ
とを通じて学生の主体的学習を促すとともに，外部の協力組織に開かれた形で成果報告会を行い，学
生の学習成果について外部の専門家と意見交換を行っている（資料4-2-8）。
〇2011年度からこれらのプログラムの実績に基づいて，商学の専門知識と深い教養を兼ね備え，商学
の最先端分野の理論的・実証的研究の成果を習得できるようにするという教育課程の理念をより実効
的に実現するために「Project 107　商学のグローバル展開」(2011-2012年)を新たに設定している。
その一つに「国際的なビジネス教育プログラムの構築」が掲げられているが，第一線で活躍する人の
声を聞きながら，新たに，ファッション・ビジネスを学ぶことができる「特別テーマ実践科目」と
「特別テーマ研究科目」が開設され，それらの科目の受講者に対してラグジュアリーマネジメント入
門（パリ商業高等大学）（資料4-2-9），フレンチファッション・プログラム（モダールインターナ
ショナル学院）（資料4-2-10）への参加を促している。また，短期留学プログラムの拡充，「特別
テーマ海外研修科目」の開設などを行っている。

「特別テーマ実践科
目」や「ジョブ・イ
ンターンシップ」な
どの科目において，
外部に公開して成果
報告会を実施し，外
部からの評価を得ら
れるようになった。

　「Project 107　商学の
グローバル展開」に続く，
学部改革プログラムを策定
する。

資料4-2-1　2013年度授
業案内パンフレット
資料4-2-6　これが商学
部シリーズVol.2（社会
に飛びだす学生たち）
資料4-2-7　2013年度
ジョブ・インターンシッ
プの手引き
資料4-2-8　2012年度後
期特別テーマ実践科目成
果報告会プログラム
資料4-2-9　2012年パリ
商業高等大学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学
部ﾗｸﾞｼﾞｭｱﾘｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ入門
研修
資料4-2-10 2012年度
MOD'ART INTERNATIONAL
French Fashion Program

学部間等における国際的な教育交流の内容とその効果　（学部間協定，短期海外交流など）

c

●特色，長所となるものを簡潔に記
述してください。
　　　【２００字～４００字程度】

学部間独自の国際的な教育交流としては，商学部では他学部に先駆けて学部独自の海外協定を開拓し
てきたが，現在，ESCレンヌ商科大学，ブレーメン経済工科大学，カーディフ大学 カーディフビジネ
ススクール，パリ商業高等大学マネジメント学部と学生交流を行い，学生の海外派遣に伴う異文化交
流をさらに進展させ，国際的ビジネスプログラムの構築に寄与している。また、協定校から教員を招
いて集中講義を行ってもらうなど，学部間協定を活用している。2012年度には，5名の学生を送り出
し，学部間協定校から10名の学生を受け入れている（資料4-2-11）。協定校からの留学生は，演習も
履修し，少人数の演習における学生間の交流を通じてグローバル人材の育成に効果をあげている。一
方で，2012年度より語学や「外国専門書講読」という必修科目についても，単位認定を認め，留学し
たい学生の便宜を図っている。また，短期交流プログラムとしては，Pre－MBAプログラム（ヨーク大
学）（12名参加）（資料4-2-12），ラグジュアリーマネジメント入門（パリ商業高等大学）（8名参
加），フレンチファッション・プログラム（モダールインターナショナル学院）（12名参加），ラテ
ンアメリカ異文化交流プログラム（FAAP)があり，学生の派遣および海外からの受け入れが現在同時進
行中である。短期ではあるが，積極的に海外で学びたい学生にとってはよき経験となることから，
2013年度よりこうしたプログラムに参加する学生に事前教育を行い，事後に成果報告をさせることと
している。2013年度から学生を短期プログラムや交換留学により継続的に学生を送り出し，さらに交
換留学を促進するために必修科目における単位認定制度や単位を付与するための「特別テーマ海外研
修科目」を開設し，プログラム参加者へ単位を付与している。
また，2013年度には，ブレーメン経済工科大学よりゴイトケ教授を客員教授として招聘し，「特別
テーマ研究科目」（The Global Economy from a European Perspective）を集中講義の形式で開講し
ている（資料4-2-13）。

短期プログラムに参
加した学生の報告か
らは当該プログラム
への満足度が高いこ
とがわかる。
（資料4-2-12，15～
16貢，　資料4-2-
9，裏表紙，　資料
4-2-10，裏表紙）

2013年度より「特別テーマ
海外研修科目」を開設した
ので，その円滑な運用につ
いて検討する。
協定校の教員を招聘して集
中講義を引き続き円滑に行
えるように検討する。

資料4-2-11　2012年度商
学部学部間協定校受入派
遣留学生数
資料4-2-12　2012年度
明治大学商学部プレMBA
プログラムinカナダ・
ヨーク大学
資料4-2-13　2013年度前
期英語による集中講義
「特別テーマ研究科目
E」
（http://www.meiji.ac.
jp/shogaku/topics/2013
/6t5h7p00000ern07-
att/a1365384238744.pdf
）
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第４章　教育内容・方法・成果   ３.教育方法
現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育方法及び学習方法は適切か

教育目標や教育課程の編成・実施方針と授業形態（講義科目，演習科目，実験実習科目，校外学習科目等）との整合性

a

◎当該学部・研究科の教育目標を達成
するために必要となる授業の形態を明ら
かにしていること
　　　　　　　【約８００字】

〇商学の専門知識と深い教養とを兼ね備え，商学の最先端分野の理論的・実証的研究の
成果を習得するという教育目標を達成できるように，多様な授業形態が行われている。
演習科目，外国語科目，講義科目の区分には該当しない，「文章表現」「総合講座A(産
学協同就業力養成講座」「ジョブインターンシップ」「特別テーマ実践科目」もあり，
教員と学生との双方向のコミュニケーションが重視され，グループでの共同作業が求め
られたり，産学連携・社会連携の観点から外部講師から提示された課題に対して取り組
む授業も行われている。
〇英語による「経営学総論」や「社会学」の授業（資料4-3-1）を開設しており，これら
はシラバスで示している。
○演習科目は，1年次に「基礎演習」，2年次より「総合学際演習」「商学専門演習」を
同時に履修することができるダブル・コアを行い，商学の専門知識と深い教養の習得を
促している。2013年度においてダブルコアの入室率は32.2%である。それぞれの演習は，
3年間履修することを原則として各演習の中で「導入」，「展開」，「論文作成」という
段階的学習を行い，各年次とも少人数のクラスにより，学生自らテーマを決め，主体的
な学習が行われている。

演習科目においては，1年
次より4年次までの段階別
学習が行われ，学生がテー
マを決め，調べ，意見を公
開し，文章などにまとめ，
発表する力を習得すること
に効果をあげている。

資料4-3-1　英語
で授業を行う科目

b

●教育課程の編成・実施方針に基づ
き，各授業科目において適切な教育方
法を取っているか。
　　　　　　　　【約４００字】

○少人数クラスを活かした授業が行われ，一部の科目では，アクティブラーニングが行
われている。1年次の必修科目の「文章表現」では，20名程度の少人数クラスにより学生
に文章を書かせ，それを教員が添削し返却することが行われ，レポートや論文の作成方
法を学ぶだけではなく，文章表現能力を向上させる試みが行われている。1年次の必修科
目の「基礎演習」では，20名程度の少人数のクラスにより，図書館の利用方法，レジュ
メの作成方法，発表や討論の仕方などを含め，大学の学び，特に演習での学びに必要な
事柄を教示するとともに，討論や発表を行っている。
○「総合講座A（産学共同就業力養成講座）」（資料4-3-3）「ジョブ・インターンシッ
プ」（資料4-3-4）「特別テーマ実践科目」では，教室での学びばかりでなく，社会の中
で学ぶことができるようになっている。たとえば総合講座A（産学共同就業力養成講
座）」は，1年次の前期に開設され，企業より招いた講師から学生に課題を提示してもら
い，その課題についてグループで解決策をまとめ，講師の前で発表するものである。こ
の過程で，1年生は大学で何を学ぶ必要があるのかを気付き､そのことを学外のシンポジ
ウムで発表する学生も出ている。「特別テーマ実践科目」においても，産学連携・社会
連携を基本として，企業や社会の実際の課題について取り組み，学期末の成果報告会で
外部専門家支援委員会 (産業界11名，学部長，学部執行部3名，科目担当者9名，協力機
関担当者4名，計28名 2013年1月12日)の前で公表している。2012年度，「Cross-
Cultural Experience and Communication of Latin America and the Caribbean (LCA)
」をテーマとして「特別テーマ実践科目」は14名が履修し，ブラジルの協定大学FAAPの
学生とのテレビ会議システムを利用した討論を行い，米州開発銀行の職員から課題を提
示され，それに取り組むことが行われた。学習の中で､外部専門家支援委員会の前で成果
報告を行っている。
○「社会学」や「企業と倫理」（資料4-3-5）などの一部の講義科目では，ケースメソッ
ドの利用やグループによる学習も導入されている。

「基礎演習」と「総合学
際演習」「商学専門演
習」の連携を強化し，講
義科目においてもアク
ティブラーニングの導入
を検討する。

資料4-3-3　2013
年度商学部シラバ
ス2，181貢
資料4-3-4　2013
年度商学部シラバ
ス2，184貢
資料4-3-5　2013
年度商学部シラバ
ス2，368貢

Alt＋Enterで箇条書き
に

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価す
る項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や
目標の達成状況を評価する項
目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

2012年度明治大学商学部　自己点検・評価報告書
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書き
に

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価す
る項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や
目標の達成状況を評価する項
目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

履修科目登録の上限設定，学習指導・履修指導（個別面談，学習状況の実態調査，学習ポートフォリオの活用等）の工夫

c

◎１年間の履修科目登録の上限を５０単
位未満に設定していること。これに相当
しない場合，単位の実質化を図る相応
の措置が取られていること。（学部）
　　　　　　　　【約２００字】

○2012年度における履修登録科目の上限単位数は，セメスター制度に対応した履修登録
制限に変更を行い，1年次は前後期，各23単位，2年次から4年次において前後期，各24単
位とした（資料4-3-6，7頁）。
○4年次においては，12単位以上の履修登録を求めており，学部4年間を通じてバランス
よく履修ができるようになっている。
○早期卒業候補者の履修登録科目の上限単位数は，3年次において前後期各27単位に緩和
している。しかし，早期卒業出来なかった場合は，3年次の上限（前後期各24単位）を超
えて修得した単位は，卒業に必要な単位数に算入しないとしている（資料4-3-17，8～9
貢）。
○進級条件として，2年次の終わりまでに在学期間を2年以上を経過し，以下の4つの要件
を満たさなければ3年への進級をすることができなくしている。①基礎教育科目のうち4
単位以上の修得②既習外国語（必修）のうち4単位以上の修得と初習外国語（必修）2単
位以上の修得，または，既習外国語（必修）2単位以上の修得と初習外国語（必修）4単
位以上の修得③体育・スポーツ実習Ａ・Ｂ2単位の修得④1～3を含め卒業要件科目から合
計42単位以上の修得（資料4-3-18，8貢）

一部の科目で履修前の説明
会を開催している。
履修登録制限を厳格にして
いる。

2013年度より履修登録制
限の仕組みを変更したた
め，新入生総合ガイダン
スなどにおいて，学生へ
の周知を徹底する。

資料4-3-6　2013
年度商学部便覧，
7頁
資料4-3-17　2013
年度商学部便覧，
8～9貢
資料4-3-18　2013
年度商学部便覧，
8貢

d

●履修指導（ガイダンス等）や学習指導
（オフィスアワーなど）の工夫について，
また学習状況の実態調査の実施や学習
ポートフォリオの活用等による学習実態
の把握について工夫しているか。【約２０
０字～４００字】

○履修指導については，新入生に対して，新入生総合ガイダンス，父母説明会，クラス
別ガイダンスなどを行い，2年生，3年生，4年生に対しては，学年別ガイダンス，クラス
別ガイダンスなどを実施し，履修指導を行っている（資料4-3-7）。 クラス主任を設
け，全学年でクラス主任がクラス別ガイダンスを行い，必要に応じてクラス主任が修学
指導を行うことで修学指導の高効果を高めている。
○専任教員は，週に一度オフィスアワーを設け，学生に周知し，学生からの相談に対応
している（資料4-3-8）。
○「総合講座A(産学共同就業力養成講座）」「特別テーマ実践科目」「特別テーマ研究
科目」については，履修前に事前説明会を行い，履修を希望する学生に事前に学習指導
を行っている。

クラス別ガイダンスと学
年別ガイダンスとの連携
を引き続き強化する。

資料4-3-7　2013
年度商学部新学期
ガイダンス等日程
資料4-3-8　オ
フィスアワー制度
(http://www.meij
i.ac.jp/shogaku/
tokushoku/office
.html)

学生の主体的参加を促す授業方法（学習支援，ＴＡの採用，授業方法の工夫等）

e

●学生の主体的な学びを促す教育（授
業及び授業時間外の学習）を行ってい
るか。
　　　　　【なし～８００字】

○学生の主体的参加を促す授業方法としては，学生論文集の発行やプレゼンテーション
大会の開催を通じて、それらに参加する演習の学生が自発的にサブゼミを行い、学生が
主体的に学習している。授業時間以外の準備学習，発展学習を前提とした，「特別テー
マ実践科目」「総合講座A（産学共同就業力養成講座）」などでは，TAが学生の主体的学
びができるように相談や議論を促進するなどの支援している(資料4-3-9)。「社会学」や
「企業と倫理」などの授業において，授業中に学生をいくつかのグループに分けてテー
マを与え議論させ意見をまとめて発表させるようなケースメソッドやグループワークを
取り入れ，学生の主体的な学習を促している。

主体的な学習を促している
授業のアンケートからは，
授業に参加する姿勢が他の
授業に比べて積極的になっ
ていることを確認できる。

初年次導入教育におい
て，学生が主体的に学ぶ
ことの意義に気付く仕組
みを検討する。

資料4-3-9　2013
年度ＴＡ授業補助
学習支援一覧
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書き
に

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価す
る項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や
目標の達成状況を評価する項
目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（２）シラバスに基づいて授業が展開されているか

a

◎授業の目的，到達目標，授業内容・
方法，1年間の授業計画，成績評価方
法・基準等を明らかにしたシラバスを，統
一した書式を用いて作成し，かつ，学生
があらかじめこれを知ることができる状態
にしていること　【約３００字】

全学部統一様式のシラバス作成を全教員に依頼し（資料4-3-10），半期15週の枠組みに
おいて各回の講義内容を個別に記載した冊子を作成する一方で，Oh-o!Meijiシステム上
でも閲覧可能となっている。この結果，シラバスの作成の意義はほぼ全教員・学生に理
解され，定着している。
複数の教員が同一の授業を行う場合には，統一シラバスを作成し，外国語科目や「外国
専門書講読」など多くのクラスがある場合には，教員連絡会などで担当教員がシラバス
の内容を確認している。
学生の便宜を図り，2013年度よりシラバスの分冊化を行い、履修方法の説明に関するも
の（商学部シラバス1/履修の手引）と個別の授業に関するもの（商学部シラバス2/講義
概要）（商学部シラバス3/商学専門演習・総合学際演習概要）とに分けている。

学生が利用しやすい形で
のシラバスのあり方を引
き続き検討する。

資料4-3-10　2013
年度ｼﾗﾊﾞｽ原稿作
成依頼

b

●シラバスと授業方法・内容は整合して
いるか（整合性，シラバスの到達目標の
達成度の調査，学習実態の把握）。
　　　　　　　　【約４００字】

○授業内容・方法，成績評価，教科書などについて，語学や体育のような同一科目複数
クラスの授業では，ある程度統一性を必要とするため，統一された一つのシラバスを掲
載し，個々の教員で異なる点がある場合には，Oh-o!Meijiシステム上に個別に掲載する
ことで対応している。シラバスの到達目標の達成度については，個々の教員が成績評価
を行う際に確認している。○毎学期に実施している授業アンケートにおいて，「授業で
教えられたことは，シラバス等で授業前に示されていた学習目標と合致していますか」
（2012年度後期，全体で96％が「満足」と回答），「課題や宿題などは授業の主題を理
解する上で有効ですか」（2012年度後期，全体で93％が「有効」と回答）の調査項目を
通じて，シラバスの到達目標の達成度を調査している。

同一科目で複数の教員が担
当する授業については，担
当者会議や教員連絡会を通
じて授業を統一的に行える
ようになった。

各科目毎の把握から，各
科目群での点検ができる
ような仕組みを検討す
る。

c
●単位制の趣旨に照らし，学生の学修
が行われるシラバスとなるよう，また，シラ
バスに基づいた授業を展開するため，
明確な責任体制のもと，恒常的にかつ
適切に検証を行い，改善につなげてい
るか。【約４００字】

学部長の下にすべての「授業改善アンケート」が集約され，点検が行われている。
学部執行部において，シラバスの記載が単位制の趣旨に沿っているかの点検を行い，半
期15週の記載が見られないなど，補筆が必要な場合には教授会にて改善を提案し必要な
改善を行っている。

シラバスと授業展開につ
いてより実効的に点検が
行える方策について検討
する。

（３）成績評価と単位認定は適切に行われているか

a
◎授業科目の内容，形態等を考慮し，
単位制度の趣旨に沿って単位を設定し
ていること。（成績基準の明示，授業外
に必要な学習内容の明示，ミニマム基準
の設定等，（研究科）修士・博士学位請
求論文の審査体制）【約４００字】

成績評価についてはGPA制度を導入しており，成績基準については学部便覧（資料4-3-
11，37頁）に明記している。各科目の成績評価の方法についてはシラバスに明記してい
る。成績評価に対する学生からの質疑に対しては，「T」（未受験）評価についてのみ，
事務室を通じて担当教員が対応している。
授業外に必要な学習内容については，シラバスに「履修上の注意・準備学習の内容」の
欄を設け，学生の事前・事後学習に関する指示をしている。

1年次の履修指導の際に
単位制の意義をよりわか
りやすく説明する工夫を
検討する。

資料4-3-11　2013
年度商学部便覧，
37頁

b

◎既修得単位の認定を大学設置基準
等に定められた基準に基づいて，適切
な学内基準を設けて実施していること。
　　　　　　　　【約１００字】

他学部からの3年次編入生には，本学部入学前の既習修得単位を個別認定方式ではなく一
括認定方式で認定しているが，2013年度において認定者は1名であった。海外協定大学へ
の協定校留学，もしくは認定校留学の場合は，学則に基づき，60単位を限度に本学卒業
要件単位に置き換える「単位認定制度」を適用している。「単位認定制度」に関して
は，本学部の授業科目との適合性の観点から，個別に単位を認定している。海外留学を
促進させるため，協定校留学で習得してきた単位を，既習外国語・初修外国語・外国専
門書講読などの必修科目に認定できるようになっている（資料4-3-12）。その結果，学
生一人あたりの留学による認定単位数が多くなり（資料4-3-13），留学をしやすくなっ
ている。

留学に関して一括認定の
導入について検討する。

資料4-3-12　2012
年7月17日教授会
資料
資料4-3-13　派遣
留学生による認定
単位数
表4-2
表4-3
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書き
に

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価す
る項目です。
 ●…学部等が掲げる方針や
目標の達成状況を評価する項
目です。

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（４）教育成果について定期的な検証を行い，その結果を教育課程や教育内容・方法の改善（授業に関わるＦＤ活動）に結びつけているか

a

◎教育内容・方法等の改善を図ることを
目的とした，組織的な研修・研究の機会
を設けていること。
　　　　　　　　　【約８００字】

○学部執行部が毎年，「教育・研究に関する年度計画書」を立案する際に教育成果を含
め，教育内容の点検を行っている。執行部会議での発案を受け，FD委員会，カリキュラ
ム委員会で検討を行うようになっている（資料4-3-14）。2012年度において，FD委員会
は，教養教育のあり方に関するシンポジウムを行い（資料4-3-15），また，新任教員か
ら授業運営に関する相談を受けている。カリキュラム委員会では，学部長からの諮問を
受け，カリキュラムについて検討し，学部独自の短期留学プログラム修得者に単位を与
えるために「特別テーマ海外研修科目」を開設することを決定している。
教育成果を含め，教授会員を対象とした教員懇談会において，教員による意見交換を
行っている。
○基礎演習担当者会議，教員連絡会における部門別会議，商学入門担当者会議，商学研
究入門担当者会議などで，それぞれの科目のシラバスの内容，教育方法について点検を
行っている。
○｢特別テーマ実践科目｣(２単位)に関しては外部専門家支援委員会 (産業界11名，学部
長，学部執行部3名，科目担当者9名，協力機関担当者4名，計28名 2013年1月12日)を設
け，セメスターごとの成果報告会の折に授業改善のための意見を聴取し，次セメスター
への授業改善策を策定し，実行に移している。また，｢ジョブ･インターンシップ｣(2単
位)に関しては，毎年，成果報告会の折に派遣先企業の責任者の方々と懇親会を設けて意
見を聴取し，次年度の授業改善策を策定し，実行に移している。
○毎年4月に教員連絡会をおこない，基礎教育科目・語学・総合教育科目・専門基幹科
目・演習科目・実践科目等，商学部の全カリキュラムにおける授業の実態，授業上の問
題点，授業改善策等の意見聴取を，専任教員・兼任講師から行っている。これらの意見
は学部執行部に報告書として提出され，執行部において検討・集約されたうえ，授業の
問題点や改善策を教授会にて公表し，授業改善へと結び付けている。
○毎年おこなわれる父母会において，学生の大学生活の満足度を聴取し，父母の立場か
ら見た大学の問題点を洗い出し，その内容を学部執行部で検討したのち，教授会にて報
告し，授業改善へと結びつけている。

教員相互の意見交換の機会
設けることにより，個々の
授業において教育成果の改
善につなげている。

教員が教育成果について
意見交換する機会をどの
ように制度的に行うか検
討する。

資料4-3-14　2013
年度商学部内各種
委員会名簿
資料4-3-15　第1
回ミニ・シンポ
表4-13

b

●授業アンケートを活用して教育課程や
教育内容・方法を改善しているか。【約４
００字】

全学部共通の授業改善アンケートの集計結果は，担当教員と学部長に集約されている。
実施率は，開講コマ数の2割である。
商学部独自の取組みとして，毎年，4月に在学生に対してアンケートを行っている。2012年
度の集計率は，1年生は99％，２年生は88％，3年生は81％，4年生は49％となっている。
アンケート結果を見ると，1年生の教育については，51％が満足したと回答しており，基
礎演習は2年ゼミに役立つと思う，と評価されている。レジュメやレポートなどの文書作
成能力が身に付いたと学生は考えている。2年次の教育については，身についたと思う力
はプレゼンテーションの仕方が22.63%，レジュメの作り方が22.29%と演習に関する事柄
が多く。2年次の教育の満足度については，「まあまあ満足」を含め，58.33%が満足と回
答している。3年次に身についたと思う力はプレゼンテーションの仕方が26.36%，文献の
読み方が23.26%，論理的思考力が13.75%となっていて，3年次の教育の満足度について
は，「まあまあ満足」を含め，76.96%が満足と回答している。分析結果は，教授会員に
報告され，個々の授業改善の参考となっている。

毎年，行われる学年別アン
ケートの分析結果は，各教
員に報告され，学生の実態
を把握する際の参考にし，
グループワークの回数を増
やすなどより有効な授業改
善に活用されている。

授業アンケートの結果に
ついて，より有効な利用
方法について検討する。

表4-14

c

●教育内容・方法等の改善を図るため
の責任主体・組織，権限，手続プロセス
を適切に機能させ，改善につなげている
か　　　　【約４００字】

〇教育内容の見直し等については，個々の教員からの意見なども参考にしながら，毎年
の教育・研究に関する年度計画の策定の際，学部執行部が検討する。執行部からの教育
方法の改善等の提案や諮問事項を検討し，現状を確認するために本学部内各種委員会の
一つとしてＦＤ委員会（資料4-3-16）を設置し，また，カリキュラムについてはカリ
キュラム委員会を設置し検証にあたっている。このように学部執行部を中心に教育内
容・方法の改善について，定期的に検討する機会がある。

定期的に検討することによ
り，カリキュラムの改革に
つながっている。

教育内容の改善について
より制度的に対応できる
か検討する。

資料4-3-16　ＦＤ
委員会議題

2012年度明治大学商学部　自己点検・評価報告書
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第４章　教育内容・方法・成果 ４. 成　果

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育目標に沿った成果が上がっているか
a

●課程修了時における学生の
学習成果を測定するための評
価指標を開発し，適切に成果を
測るよう努めているか。
　　　　　　　　【なし～４００字程
度】

本学部では，課程修了にあたっての具体的到達目標を学位授与方針に示し，カリキュラム全体を通じ
て到達目標を育成し，さらにシラバスでは各科目毎に到達目標が示されていおり，単位授与によりこ
れら学力の達成度を確認している。
TOEICや外国語検定，日商簿記検定の受験が実習費により行われ，TOEICについてはその成績を収集し
ている。

b ●学位授与にあたって重要な
科目（基礎的・専門的知識を総
合的に活かして学習の最終成
果とする科目，卒業論文や演
習科目など）の実施状況。
●学位授与率，修業年限内卒
業率の状況。
●卒業生の進路実績と教育目
標（人材像）の整合性がある
か。
●学習成果の「見える化」（アン
ケート，ポートフォリオ等）に留
意しているか。
　　　　　　　　　　　　　【約８００
字】

○「商学専門演習」では，多くの場合，卒業論文を最終成果としている。一部の演習では，卒業論文
を学部奨学論文集に投稿したり，外部の論文コンテストに投稿することを奨励している。「商学専門
演習」の4年次における履修率は，70.4％で，修了率は4年生の62.4％割である。
○学位授与率は82.4％（表4-4）で，修業年限内卒業率は72.7％（早期卒業者1名含む）である。
○「奨学論文集」（資料4-4-1）「商学専門セミナー」（資料4-4-2）「総合学際セミナー」の学生論
文集を毎年刊行し，学生の学習成果の「見える化」を図っている。2012年度は，「奨学論文集」に
113本，「商学専門セミナー」に14本，「総合学際セミナー」に16ゼミの応募があり，また，学部主
催でプレゼン大会を毎年開催し，2012年度は27つのグループがゼミなどの学習成果を発表している
(資料4-3-2)。
○毎年，在学生アンケートを実施し，学年で身についたと思われる能力，学年の教育の満足度，学部
への満足度について回答させている。学部への満足度で「非常に満足」「まあまあ満足」と回答した
割合は，2年生で76％，3年生で77％，4年生で84％と非常に高いものになっている。

執行部で，在学生アン
ケートより活用する方
策を引き続き検討す
る。

表4-4　卒業判定
資料4-4-1　2012
年度奨学論文集
資料4-3-2　商学
部学生対抗プレゼ
ンターション大会
（http://www.mei
ji.ac.jp/shogaku
/shikon/2012resu
lt.html）
資料4-4-2　2012
年商学専門セミ
ナー

c

●学生の自己評価，卒業後の
評価（就職先の評価，卒業生評
価）を実施しているか
　　　　　　　　【約４００字～６００
字】

〇学部の全学生に対して，ＴOＥＩＣや簿記および初習外国語などの検定試験の受験を奨励し，その
結果を学生の学習成果の自己評価ならびに次の学習目標とするよう，学年別ガイダンスや関連する授
業を通じて指導している。
〇新入生，在学生にアンケートを実施している。新入生アンケートでは，志望順位について，第一志
望と第二志望を合わせて67％になっている。「演習をダブル・コアで履修したか，その理由は何
か」，「特別テーマ実践科目を履修したか，その理由は何か」というような形で，商学部の特色ある
教育について学生がどのように評価しているかについても確認している。
○毎年，10月に商学部紫紺倶楽部という卒業生との交流の機会を設け，学部の教育についても卒業生
との意見交換を行っている。
○在学生アンケートにおいて，商学部への満足度では，「非常に満足」「まあまあ満足」と回答した
割合は，4年生で84％となっており，おおむね満足しているといえる。

新入生，在学生アン
ケートの際に振り返り
を行わさせ，どのよう
な能力が身に着いたか
を確認させ，教授会に
おいて学生の傾向を消
化することにより，学
部教育の成果の一部を
確認できるようになっ
ている。

執行部で，新入生アン
ケート，在学生アン
ケートの中で学生の自
己評価に関わる項目を
追加することを検討す
る。

（２）学位授与（卒業・修了判定）は適切に行われているか
a

◎卒業・修了の要件を明確に
し，履修要項等によってあらか
じめ学生に明示していること。
◎学位授与にあたり論文の審
査を行う場合にあっては，学位
に求める水準を満たす論文で
あるか否かを審査する基準（学
位論文審査基準）を，あらかじ
め学生に明示すること。
　　　　　　　　　　　　【約２００字】

入学時の「新入生履修ガイダンス」において，毎年改訂される最新版の『商学部便覧』を配布し，そ
の記載に基づいて卒業・履修の要件を詳細に説明している。卒業要件は，「４年間以上在学し，基礎
教育科目，外国語科目，総合教育科目，保健体育科目，基本科目，基幹科目，演習科目，フリーゾー
ン（任意選択科目）などの科目群から，科目群ごとに定められた条件に従って，134単位以上修得す
ること。」である。（資料4-4-3）
毎年，4月の各学年の総合ガイダンスの際に卒業要件を確認し，特に，3年生のガイダンスでは早期卒
業に関する卒業要件にについて確認を行い，4年生には1月に卒業ガイダンスを行い，卒業要件を確認
している。

執行部で，卒業要件の
明示について適切性が
維持されるよう定期的
に点検する。

資料4-4-3　2013
年度商学部便覧，
6～9貢

b

●学位授与にあたり，明確な責
任体制のもと，明文化された手
続きに従って，学位を授与して
いるか。
　　　　　　　　　　　　【約６００字】

毎年，3月に教授会規程第7条に定められた卒業判定教授会（資料4-4-3）を開催し，厳正に学生の卒
業認定を行っている。また，教授会の前に執行部会議（資料4-4-4）にて，卒業判定資料の確認が行
われている。（資料4-4-6）

明文化された手続きに
従い行われている。

執行部で，現行の責任
体制について定期的に
点検する。

資料4-4-4　2013
年3月5日教授会議
題
資料4-4-5　2013
年3月5日執行部会
議題
資料4-4-6　明治
大学学部教授会規
程 第7条（3）

発展計画

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

Alt＋Enterで箇条書き
に

改善を要する点
F列の現状から記述

評価　 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目で
す。
●…学部等が掲げる方針や目標の
    達成状況を評価する項目です。

効果が上がっている点
F列の現状から記述

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください
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第５章　学生の受け入れ　

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）学生の受け入れ方針を明示しているか（「AP」の全文記述は不要です）

求める学生像の明示及び当該課程に入学するに当たり修得しておくべき知識等の内容・水準の明示及び社会への公表

a ◎理念・目的，教育目標を
踏まえ，求める学生像や，
修得しておくべき知識等の
内容・水準等を明らかにし
た学生の受け入れ方針
を，学部・研究科ごとに定
めていること。
◎公的な刊行物，ホーム
ページ等によって，学生の
受け入れ方針を，受験生
を含む社会一般に公表し
ていること。【約４００字】

〇学校教育法第90条における大学入学資格の定めに沿って，これまで学部
便覧などに記載されていた教育方針などから，「教育方針と教育目標」と
「入学志願者に求める高校などでの学習への取り組み」を内容とする「入
学者の受け入れ方針」(資料5-1）を定めた（2010年3月13日教授会決定）。
この入学者受け入れ方針は，学位授与方針，教育課程の編成・実施方針と
ともに検討され，本学部の教育課程で学ぶに必要な要件などを定め，入学
志願者の大学選択，学部選択に資するものとしている。
〇受け入れ方針の中で，求める学生像として､「コミュニケーションや自ら
学ぶために求められる国語力，外国語によるコミュニケーションにおける
基礎的な能力，社会科学，人文科学，自然科学の基礎的な事柄」を入学前
に修得が望まれるものとして明示している。求める学生像としては，「商
学の専門知識と高度な教養を身につけ，新しい価値観や世界観を有して，
ビジネスの現実の様々な局面で，総合的な判断ができるようになりたい
人」と明示している。また、求める知識等の内容・水準については…とし
ている。
○この受け入れ方針は学部ガイドやホームページなどで公表している。

入学者の受け入れ
方針が入学志願者
にわかるように平
易な表現で明示さ
れている。

入学者の受け入れ方針のより
効果的な公表のあり方を検討
する。

資料5-1　商学部入学者の受入方
針（ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ・ﾎﾟﾘｼｰ）
（http://www.meiji.ac.jp/shog
aku/policy/03.html）

障がいのある学生の受け入れ方針と対応
b ●該当する事項があれば

説明する【約２００字】
（２）学生の受け入れ方針に基づき，公正かつ適切に学生募集及び入学者選抜を行っているか

a ●学生の受け入れ方針と
学生募集，入学者選抜の
実施方法は整合性が取れ
ているか。（公正かつ適切
に学生募集及び入学者選
抜を行っているか，必要な
規定，組織，責任体制等
の整備しているか）【約４０
０字】

〇商学部のすべての入学者選抜試験は，商学部入学者の受け入れ方針に基
づいて行われている。受け入れ方針に基づき，個性豊かな人材の育成のた
めの指定校入試，高校・大学教育の継続性の確保のための全商協入試，国
際社会で活躍できる人材の育成のための留学生入試，グローバルな社会を
背景に言語運用能力のある生徒を受け入れのための海外地域指定校入試，
自らの関心分野において努力を積み，その成果を達成した生徒を評価し受
け入れる公募制特別入試を実施している。（資料5-2，資料5-3，資料5-4，
資料5-5，資料5-6）
○外国語能力を必要としているので，一般選抜入試では外国語の配点を150
点とし，他の科目より重視し試験時間も他科目よりも20分長い80分になっ
ている。

各制度について，引き続き点
検し改善に努める。

資料5-2　2013年度商学部推薦入
学試験要項（指定校推薦）
資料5-3　2013年度商学部商業高
校指定校推薦入学試験要項
資料5-4　2013年度商学部推薦入
学試験要項（全国商業高等学校
長協会特別推薦者用）
資料5-5　2013年度商学部海外地
域指定校推薦入学試験要項
資料5-6　2013年度公募制特別入
学試験要項（ｸﾞｯﾄﾞ･ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ入
試要項）
表5-2　外国人留学生の状況

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目で
す。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の達
成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
Alt＋Enterで箇条書きに

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目で
す。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の達
成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

評価 発展計画

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
Alt＋Enterで箇条書きに

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

（３）適切な定員を設定し，入学者を受け入れるとともに，在籍学生数を収容定員に基づき適切に管理しているか
収容定員に対する在籍学生数比率の適切性
a ◎学部・学科における過

去5年の入学定員に対す
る入学者数比率の平均が
1.00である。また，学部・学
科における収容定員に対
する在籍学生数比率が
1.00である。
◎学部・学科における編
入学定員に対する編入学
生数比率が1.00である（学
士課程）。【約２００字】

入学定員に対する入学者数比率を5年間で平均すると1.06％であり（表5-
1），収容定員に対する在籍学生数比率を5年間で平均すると1.10％であり
（資料5-7）、適切といえる。

過去5年の入学定員
に対する入学者比
率の平均，在籍学
生数比率は適切な
ものである。

現在の比率を維持できるよう
にする。

表5-1　年度別入学定員と入学定
員超過率
資料5-7　年度別入学定員総計と
在籍学生数比率

定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応
b ◎現状と対応状況

　　　　　　　　　【約２００字】

（４）学生募集及び入学者選抜は，学生の受入れ方針に基づき，公正かつ適切に実施されているかについて，定期的に検証を行っているか
a ●学生の受入れの適切性

を検証するに当たり，責任
主体・組織，権限，手続き
を明確にしているか。ま
た，その検証プロセスを適
切に機能させ，改善につ
なげているか。
　　　　　　　　　　【４００字】

○学生の受け入れ方針と入学定員の検証は，学部執行部会議で検討の後，
学部内入試委員会に諮られ，その結果を学部教授会で審議している。入試
判定を行うに当たり，入試判定会議を行い，その後，執行部会議，入試判
定教授会を行っている。
○入学試験制度の検証については学部内入試委員会に入試分析WGを設け，
特別入試のあり方，指定校等の推薦入試のあり方などを定期的に検討して
いる。その結果，2012年度において，2015年度入試公募制特別入試（資料
5-8）を廃止すること，2014年度編入・学士入学試験（資料5-9）を廃止す
ることを決定している。

学部執行部ならび
に各科目の入試出
題責任者などから
構成される学部内
の入試委員会を通
じて，各種問題点
を迅速に吸い上
げ，その傘下の入
試分析WGにより，
次年度以降に活用
していく仕組みが
確立されている。

公募制入試に代わる入試制度
について，学生の受け入れ方
針に照らして導入する。

資料5-8　2013年2月22日教授会
議事録
資料5-9　2012年12月4日教授会
議事録
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第６章　学生支援のうち修学支援及びキャリア支援
現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）学生支援に関する方針を定め，学生への修学支援は適切に行われているか
a

●修学支援，進路支援に関する方針を，
理念・目的，入学者の傾向等の特性を
踏まえながら定めているか。また，その
方針を教職員で共有しているか。【約２０
０字】

〇商学部は，学生支援（修学支援，生活支援，進路支援）に関する方針を学生支援委員会で検討し，
修学指導の内規として設定している（資料6-1）。

　 資料6-1　修学指導につい
て（内規）

b

●方針に沿って，修学支援のための仕
組みや組織体制を整備し，適切に運用
しているか。
　○留年者，休退学者の状況把握と対
応
　○障がいのある学生に対する対応
　○外国人留学生に対する対応
　○学生支援の適切性の確認
　　　　　【約４００字～８００字程度】

○商学部の修学支援に関する組織は，学生支援委員会が中心となり，それを学部執行部が補佐する形
となっている。
○修学指導の内規は，修学指導の対象は修得単位によって決定するものであり，1年次24単位未満，2
年次は42単位未満，3年次は86単位未満の学生が対象となり，1年次前期については修得単位が10単位
未満の学生に対して，教員による面談が行われ，生活面を含めた指導を行うことになる。それ以外の
対象学生については文書指導とし，修学状況に関する反省および改善のための取り組みを記入させた
「学習計画書」を提出させている。
〇留年者に対する教育上の配慮は，一般的なクラス別ガイダンスにおける履修指導とは別に留年・原
級生ガイダンスを実施している（資料6-2，6-3）。学部として授業に出席していない学生を把握する
よう努め，全体の修学指導を行っている。授業に出席しないで，成績が振るわない学生に対して，呼
び出し，面談などを行い，生活面での助言を含め，諸問題の克服を図っている。2008年度より２年生
以上の成績不振者に対しては面談指導にかわって，保護者へ成績通知表を送付することにしている。
成績不良者の修学指導面談を前期・後期の開始時に実施している。２名１組の教員が成績不良者の面
談にあたっているが，個人情報管理は徹底されている。
〇2012年度の除籍を除く退学者は29名である（留学期間満了を除く）（表6-2）。退学などの学籍異
動状況は常に把握され，教授会に報告されている。自主退学の理由については学生の自己申告に任さ
れている。
〇体育会に所属し，修学指導の呼び出し対象になる学生については，保護者だけでなく，所属体育会
の監督にも文書を送付し，学習への配慮をお願いしている(資料6-4)。
〇障害のある学生に対しては，事前に教室間の移動ができるか，教室の机が利用できるかを当該学生
と一緒に確認し，移動や修学に関して学生が希望する支援を行っているため，障がいのある学生に対
する修学支援は適切である。
〇商学部ゼミナール協議会と学部執行部との懇談会を毎年実施し，学生からのゼミナール活動に関す
る要望を吸い上げている（資料6-5）。著名人講演会や学生スポーツ大会等，一般のカリキュラム外
の学生の活動にも学部が積極的に関与しており，学部執行部と学生とが一緒になって修学環境を向上
さている。
○学生支援委員会では奨学論文コンテストや学生表彰制度をもうけ，より向上心のある学生にも，さ
らにやる気を出させる仕組みを導入しており，学生への修学支援に対しては万全の体制をとってい
る。

○学生支援委員会により，修
学指導の対象者が確認され，
対象となる学生に対して面接
をおこなうことによって，成
績不良や怠業の理由が明確と
なり，生活面での改善を含
め，早期に対処できるように
なっている。
○専任教員のペアによる面談
であり，プライバシー，個人
情報の秘匿について十分吟味
された仕組みとなっている。
○ゼミナール協議会との懇談
会により，現在の学生が，ど
のようなカリキュラム内外の
事柄に関心を持っているかが
確認できる体制ができてい
る。
○学生表彰制度によって多く
の学生が公認会計士や税理士
等の資格取得のための努力を
おこない，またTOEＩC等のレ
ベルアップや社会貢献活動へ
の参加など，学生の向上心を
引き出す仕組みができてい
る。

○留年者や成績不良者は
｢指導｣という形での呼び
出しに対して，何がしか
の警戒感を持っている。
今後は｢学習相談｣や｢生
活相談｣というような呼
称で学生に接し，学部の
先生方が学生と一緒に
なって，よりよい修学環
境を整えるための方策で
あることを学生に理解し
てもらうように努める。
○学生表彰制度は，やる
気のある学生に対して，
より一層のモチベーショ
ンアップのための制度と
なっている。今後，この
制度の表彰対象となる項
目を吟味し，ひとりひと
りの学生の個性が正しく
評価される制度とし，先
生方にも幅広く学生の個
性を引き出し，それを褒
めてあげるよう周知徹底
する。

資料6-2　2013年度2年次
原級・復学者ガイダンス
資料
資料6-3　2013年度4年在
籍原級生ガイダンス説明
資料
表6-2　退学者数及び退学
理由
資料6-4　スポーツ特別入
試体育会運動部所属学生
に対する修学指導等の指
針
資料6-5　商学部執行部と
ゼミ協役員との懇談会

（２）学生の進路支援は適切に行われているか

◎学生の進路選択に関わるガイダンス
を実施するほか，キャリアセンター等の
設置，キャリア形成支援教育の実施等，
組織的・体系的な指導・助言に必要な体
制を整備していること。
　　　　　　【約４００字～８００字】

○全学年を対象として産学連携，社会連携による「特別テーマ実践科目」が開講されているが，キャ
リア教育の観点からは，1年生を対象に，ベネッセコーポレーションと組んだ，総合講座Ａ｢就業力養
成講座｣（資料6-6，181頁）を開講している。入学時より社会人基礎力をつけさせる講座として，受
講者が多く，2013年度よりクラスを4クラスに増設することとした。
○学生への授業の周知を徹底させることによって2012年度の募集(2013年度の開講)では，例年以上の
応募者があった。
○火曜日午後の時間帯を利用した商学部アワーで，毎年，明大校友を中心とした各界で活躍中の方々
を招いて講演会をおこなっている。将来の自分の進路に対する方向付けを明確にする機会を与えてい
る。（資料6-7）
○商学部の正規科目として｢ジョブインターンシップ｣(2単位)を開講している。この授業は，事前指
導として業界研究やビジネス・マナー講座を含んでおり，受け入れ先企業に派遣された場合，余裕を
持った対応が可能となり，インターンシップの効果が十分に吸収されやすくなる工夫がなされてい
る。また，2006年度より日本商工会議所と提携して地方インターンシップの選択もできるようにな
り，地方や地元での就職を希望している学生に就職選択の幅を広げる対応をしている。インターン
シップ終了後は，派遣先企業の方々を招いて成果報告会をおこない，自らのインターンシップ体験を
追確認させ，就業への準備に活かしている。
○商学部のゼミナール参加する学生の組織である商学部ゼミナール協議会が主催するOB･OG交流会
（資料6-8）やリクルート講演会（資料6-9）なども，学部で支援体制をとっており，さまざまな方法
で進路支援を行っている。350名が参加したリクルート講演会では，350名が参加し約80%が満足した
と回答している。OB・OG交流会では，卒業生が22名参加し，120名の学生と交流し，卒業生から直接
話を聞くという形をとり，参加学生から好評を得ている。
○ゼミナール協議会主催による懇談会や講演会には，多くの学生が出席し，ゼミナール協議会に寄せ
られる意見によれば，学生の満足度は高い。

○各学年でそれに応じたキャ
リア支援活動を行っており，
特に｢産学連携就業力養成講
座｣は授業の際に行っているリ
アクションペーパーから学生
から高い評価を得ていること
が確認できる。

○｢産学連携就業力養成
講座｣の定員枠につい
て，引き続き受講状況を
見ながら検討する。
○インターンシップ受講
者が増えるといういうこ
とは，それだけ派遣先企
業を増やさなければなら
ないことを意味する。現
在の1.2倍程度の派遣先
企業を確保する。
○ゼミナール協議会と学
部執行部が連携をとりな
がら，卒業生との連携を
より密度の高いものにす
る。

資料6-6　2013年度商学部
シラバス2，181頁
資料6-7　2013年度前期商
学部アワー日程表
（http://www.meiji.ac.j
p/shogaku/tokushoku/6t5
h7p000000xj5t-
att/zenkishougakubu.pdf
）
資料6-8　2012年度商学部
ゼミナール協議会第2回
OBOG交流会報告書
資料6-9　2012年度商学部
ゼミナール協議会リク
ルート講演会報告書

　 点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

Alt＋Enterで箇条書きに

評価
「改善を要する点」に対する発展計画

発展計画
「効果が上がっている点」

に対する発展計画
G列における伸張項目

改善を要する点
F列の現状から記

述
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第１０章　内部質保証

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，その結果を公表することで社会に対する説明責任を果たしているか

a
〇本学部における自己点検・評価は学部内に設置された自己点検・
評価委員会でおこなわれている。本委員会は教務主任（委員長），
ＦＤ委員会委員長，入試委員会委員長，カリキュラム委員会委員長
等学部内各種委員会委員長及び学部長指名委員1名　計10名(2013年
5月1日現在)（資料10-1）で構成され，2012年度は3回開催された。
○自己点検・評価に関しては，2011年度商学部自己点検・評価報告
書をホームページで公表している。
〇学部執行部会議において，毎年，自己点検・評価を行い，自己点
検・評価委員会により，毎年，報告書が作成されるとともに，その
結果を教授会（資料10-2）にフィードバックし教授会員より意見を
集め，学部執行部を中心に教育・研究の改善を図っている。
〇改善アクションプランに基づいて常に見直しを行い，また，教授
会のほかに教員懇談会を開き，広くフロアの意見を吸い上げて，学
部の改善に資するよう，システマティックに学部を運営している。
また，学部内の「自己点検・評価委員会」により，研究・教育の質
を高めているか定期的に精査し，問題点がある場合は学部内各種委
員会にフィードバックして改善に努めている。
○毎年4月に新入生・在校生アンケート（資料10-3，10-4，10-5，
10-6）をおこない，学生の意見をカリキュラムや授業改善に結び付
けている。アンケートの内容は学部執行部で取りまとめ，授業改善
や学生の修学環境の改善へ向けての対策を執行部で検討したのち，
教授会において問題点等が公表され，学部全体で学生の意識や要求
を共有し，改善策を実行へ移す仕組みをつくっている。

○本学部における内部質保証のた
めの組織は明確に構築されてお
り，ＰＤＣＡサイクルを適正に運
営するシステムが出来上がってい
る。また，それを外部に公表する
仕組みも出来上がっている。
○2012年度の在校生アンケート
で、商学部に対する満足度は、非
常に満足とまあまあ満足が、2年生
で合計76％、3年生で78％、4年生
で85％と学年を経るごとに上昇し
ている。これは2013年度の在校生
アンケートでも同様の結果が得ら
れ、学生による商学部の教育内容
に対する満足度は、非常に高いと
評価される。（資料10-7，10-8，
10-9，10-10）

○新入生・在校生のアンケー
トの内容をより一層吟味し，
それぞれの時代や学年にあわ
せて，学生がどのような要求
を持っているのかを精査し，
商学部のカリキュラムをはじ
め，さまざまな学生生活での
改善へと結びつける。また，
卒業生に対して，大学生活の
満足度を最終的にどう感じて
いるのか等の評価の確認も必
要である。

資料10-1　2013年度学部内各
種委員会委員名簿
資料10-2　2012年11月20日教
授会議事録
資料10-3　2012年度明治大学
商学部新入生アンケート結果
資料10-4　2012年度明治大学
商学部新2年生アンケート結
果
資料10-5　2012年度明治大学
商学部新3年生アンケート結
果
資料10-6　2012年度明治大学
商学部新4年生アンケート結
果
資料10―7　2013年度明治大
学商学部新入生アンケート結
果
資料10-8　2013年度明治大学
商学部新2年生アンケート結
果
資料10-9　2013年度明治大学
商学部新3年生アンケート結
果
資料10-10　2013年度明治大
学商学部新4年生アンケート
結果

（２）内部質保証システムに関するシステムを整備し，適切に機能させているか

a

〇本学部の内部質保証の方針については，学部内における責任主体
を次のように設定し，学部の理念・目的の遂行および評価・改善に
取り組んでいる。実績の点検・評価については「自己点検・評価委
員会」が，そして，その点検・評価の教育活動への反映については
「カリキュラム委員会」「ＦＤ委員会」をはじめとする学部内各種
委員会が担っている。それぞれの権限については，「自己点検・評
価委員会」は評価結果から改善方策を策定し学部執行部に報告する
ものであり，「カリキュラム委員会」，「ＦＤ委員会」をはじめと
する学部内各種委員会は学部執行部の決定した方針に基づき各種改
善方策の実施にあたっている。また，こうした内部質保証システム
の実効性を点検し改善するために，学識者による外部専門家支援委
員会から意見聴取を実施することで，客観性の高い評価を得ること
に努めている。

○学部内各種委員会の委員長と学
部執行部により構成される自己点
検・評価委員会を核とした緊密な
連携は確実に学部が目標として掲
げる教育改革を推進する力となっ
ており，組織のシステムは十分に
その機能を果たしている。
○外部専門家支援委員会等，外部
の意見を授業改善に結びつける仕
組みが出来ており，成果報告会ご
とに学生に対するより高い評価が
得られている。

○実業界を中心とする外部専
門家支援委員の拡充を図る。
○商学部でおこなうＯＢ懇談
会等で，学部改善のための意
見を聴取し，卒業生から見た
商学部の現状と問題点を洗い
出す。
○教員連絡会への出席者を，
専任教員，兼任講師とも，現
在の1.2倍へと増加させる。

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画

◎自己点検・評価を定期
的に実施し，公表している
こと
　            【約４００字】

●内部質保証の方針と手
続を明確にしていること。
●内部質保証をつかさど
る諸組織（評価結果を改
善）を整備していること
●自己点検・評価の結果
が改革・改善につながっ
ていること
●学外者の意見を取り入
れていること
●　文部科学省や認証評
価機関からの指摘事項に
対応していること
　【８００字～１０００字程
度】

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価す
る項目です。
  ●…学部等が掲げる方針や
目標の達成状況を評価する項
目です。

評価
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